
効果検証シート（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金活用事業（令和2年度分））

交付金充当額
（円）

一般財源
（円）

186,370,033 174,982,000 11,388,033

【経費内容】
・住民登録のある全村民への給付金
　（50千円/人）。
・事業費：125,350,000円
・事務費：785,078円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村民
※平成30年の所得が3,500千円以上の村民を除
く

【経費内容】
・避難所備蓄品（マスク）の購入
・事業費：1,785,750円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村民（村内避難所）

【経費内容】
・中小企業融資利子補給金（100%）：
　2,100,050円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村商工会（村内事業者）

【経費内容】
・プレミアム付商品券発行事業補助金
（プレミアム率30%）：6,928,000円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村民

2,000,000 100,050

借入が必要な村内中小企業者の資金繰
りの安定化等のために補給金交付を実
施した。
-交付件数116件

借入の際の金銭的負担
が軽減され、疲弊する中
小企業の事業継続に寄
与した。

4
プレミアム付商品
券事業

地域における消費を喚起・下支
えすることを目的とした、村民向
けのプレミアム付商品券の発行・
販売等を実施する。

R2.4.1
～

R3.3.31
6,928,000 6,900,000 28,000

総額で23,928,000円の消費喚起につなが
り経済活動に寄与した。

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に
より大きな影響を受けた
村民生活を支援すること
ができた。

3
商工業融資利子
補給拡大事業

中小企業融資利子補給金の補
給率を拡充(100%)し、金融面での
支援を図る。

R2.4.1
～

R3.3.25
2,100,050

126,100,000 35,078

観光に携わる村民割合が高い産業構造
となっており、観光産業の被害拡大によ
り住民生活がひっ迫していることから、緊
急の生活支援給付事業を実施した。

観光産業の被害拡大に
より住民生活がひっ迫し
ている村民の生活支援
として効果があった。

2
避難所の新型コ
ロナウイルス感
染対策強化事業

避難所における感染症対策徹底
を図るため、備蓄品を整備し、避
難所における感染クラスター発
生対策を強化する。

R2.5.1
～

R2.6.18
1,785,750 1,700,000 85,750

避難所における感染症対策の徹底強化
のため、備蓄品の整備を実施した。

マスク確保が困難であっ
たことから、住民の安全
安心につながり、避難所
における感染症対策の
徹底強化が図られた。

1
生活支援緊急給
付金事業

村は観光に携わる村民割合が
高い産業構造となっており、観光
産業の被害拡大により住民生活
がひっ迫していることから、緊急
の生活支援給付事業を実施す
る。

R2.4.27
～

R2.9.25
126,135,078

Ｎｏ 事業名
決算額
（円）

経費内容及び対象事業概要 事業期間

合計

事業全体を
通した評価等

事業実績
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【経費内容】
・村内に所在する宿泊・飲食事業者
　（200千円/事業所）への給付金：13,800,000円
・事務費：200,000円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・宿泊業・観光業を営む観光事業者

【経費内容】
・上下水道使用料の基本料金5～10月分
・対象数132事業所：1,695,320円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・観光事業者

【経費内容】
・手指消毒剤：153,270円
・非接触型体温計：136,905円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村民（役場本庁、保健センターほか）

【経費内容】
・発熱外来診療所運営負担金：411,000円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・発熱や咳などの症状があるもので、喜多方市・
北塩原村・西会津町（圏域）に居住している15歳
以上（ただし中学生を除く）又は圏域内に勤務ま
たは通学している者

【経費内容】
・衛生用品等の購入（消毒液、空気清浄機、非接
触体温計等）
・事業費：1,571,688円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・児童生徒（村内小・中学校　4校）

1,500,000 71,688
村内の小学校2校、中学校2校の衛生用
品等を購入し、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症防
止対策を強力に推進できた。

村内の小学校2校、中学
校2校の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
感染症防止が図られた。

13
学校保健特別対
策事業（小・中学
校）

教育施設における感染症対策徹
底を図るため衛生用品等を整備
し、学校教育活動継続対策を講
じる。

R2.4.9
～

R3.3.19
1,571,688

200,000 93,965
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策のため、手指
消毒剤、非接触型体温計の購入した。

消毒の徹底及び異常体
温者が施設利用すること
を防止し、新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽ感染症のまん延防止
が図られた。

11
喜多方地方発熱
外来診療所運営
負担金

新型コロナウイルス感染症に関
する発熱外来診療所の設置に伴
う運営に対し一部負担するもの。
※喜多方広域で設置（喜多方
市・西会津町・北塩原村）

R2.6.4
～

R3.3.31
411,000 400,000 11,000

・令和2年6月15日より喜多方地方発熱外
来診療所を開所し、医師による診察及び
疑いのある者は帰国者接触者相談セン
ターへの照会を実施した。
・令和2年10月12日より福島県から地域
外来・検査センターの委託を受け、感染
の疑いがある者にPCR検査を実施した。
－開所日数　193日
－受診件数　233人
－PCR検査　 93件

村民の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染への不安を緩和する
とともに適切な医療につ
なげることができた。

7
村内感染症まん
延防止対策事業

村内（公共施設、各種事業）にお
ける感染症対策徹底を図るため
衛生用品を整備し、まん延防止
対策を講じる。

R2.4.24
～

R2.10.21
293,965

14,000,000 0
村内宿泊・飲食事業者に事業継続支援
金を支給することができた。
-給付件数：69件

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症い
にょり特に大きな被害を
受けた宿泊・飲食事業者
の事業継続に寄与した。

6

上下水道基本料
金支援事業（公
営企業会計への
繰出）

特に大きな被害を受けた観光事
業者に対する事業継続支援を目
的とした上下水道使用料の基本
料金を免除する。

R2.6.1
～

R2.11.30
1,695,320 1,600,000 95,320

観光事業者の事業継続支援として、上下
水道料基本料金（5～10月分）の免除を
実施した。

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症い
にょり特に大きな被害を
受けた観光事業者の事
業継続に寄与した。

5
事業継続応援給
付金事業

特に大きな被害を受けた宿泊・
飲食事業者に対する事業継続支
援を目的とした給付事業を実施
する。

R2.6.1
～

R2.8.3
14,000,000
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【経費内容】
・体温検知機能付き認証カメラの整備（5台）
　2,018,500円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村内公共施設　（本庁・合庁・生涯学習C・
　デイサービスC・診療所）

【経費内容】
・タブレット端末：5,506,400円
・家庭学習用LTE通信機器：430円
・遠隔学習強化用カメラ：56,200円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・村内小・中学校全4校

【経費内容】
・庁舎内衛生設備改修設計委託：675,400円
・庁舎内衛生設備改修工事：5,445,000円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・役場本庁舎

【経費内容】
・モバイル型PC：7,898,880円
・モバイル通信端末：8,426,110円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
村内公共施設
　（本庁・合庁・生涯学習C・保健C）

【経費内容】
衛生用品等（消毒液、ハンドソープ等）の購入：
1,422,262円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
児童生徒（村内小・中学校全4校）

8,500,000 7,824,990
コロナ禍における業務継続のため、公共
施設4施設にモバイル型PC,及び通信端
末を導入した。

コロナ禍における業務継
続体制の確保やICT活
用した業務改革を推進
することができた。

21
学校保健特別対
策事業費補助金

教育施設における感染症対策徹
底を図るため衛生用品等を整備
し、学校教育活動継続対策を講
じる。

R3.4.1
～

R4.2.25
1,422,262 500,000 922,262

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止のため、
村内小中学校全4校に、消毒液等の衛生
用品等を購入した。

手洗い・消毒等の徹底に
より、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感
染症の拡大防止が図ら
れた。

19
モバイル通信環
境整備事業

コロナ禍における業務継続や
ICTを活用したポストコロナ時代
に向けた業務改革を推進する。

R3.1.22
～

R3.3.31
16,324,990

5,500,000 63,030
GIGAスクール構想におけるハード・ソフト
を一体として整備した。

学校での利用や災害、
感染症の発生等による
学校の臨時休業等の緊
急時においても、ICTの
活用により全ての子ども
たちの学びを保障できる
環境を実現できた。

18
本庁舎衛生設備
改修事業

庁舎内の衛生設備について非接
触型タイプを導入し、来庁者らの
感染リスクの軽減を図る。

R3.1.22
～

R3.6.30
6,120,400 4,082,000 2,038,400

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染防止のため、庁舎内
の衛生設備について非接触型タイプを導
入した。

衛生設備を非接触型に
更新したことにより、来
庁した村民等への感染
予防の効果があった。

16
公立学校情報機
器整備事業

GIGAスクール構想の実現に向
け、児童生徒1人1台端末と、端
末を活用したオンライン学習の
実現に向けた関連機器を整備す
る。

R2.10.27
～

R3.3.31
5,563,030

15
庁舎等公共的空
間安全・安心確
保事業

来庁者等の顔認証と同時に体温
を測定することで、発熱リスク者
を事前に検知し、庁舎等におけ
る感染リスクの低減を図る。

R2.9.23
～

R3.3.31
2,018,500 2,000,000 18,500

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策のため、公共
施設（5施設）に体温検知機能付き認証カ
メラを購入し、設置した。

多くの村民、観光客等の
施設利用者のいる施設
に体温検知機能付き認
証カメラの整備し、新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽ感染症を防止
することができた。


